
令和３年７月２８日 利根川中流４県境 広域避難協議会 第７回幹事会を開催

令和3年7月28日に開催した幹事会において、第5回利根
川中流4県境広域避難協議会（R2.6）で整理した、広域避
難に関する基本的な考え方（以下、「考え方」）について、
役割分担を明確にし具体的で実効性のある考え方を議論
しました。

具体的には、「考え方」P１４ 図９のフローを、利根上が招
集する「情報共有の場」（仮称）と自治体が主体として議論
する「共同検討の場」（仮称）にわけることで、役割分担を
明確にしたフローとしました。

１



72時間先の利根川上流の累加流域平均雨量が300ｍｍを
超えると予想され、氾濫の危険があると考えられる場合

利根上
気象庁

広域避難の検討が必要であると判断した場合
メンバー
自治体

「情報の共有の場」（仮称）の開催
・参集の根拠（利根上→メンバー自治体等）
・招集した時点での雨量予測の状況
（利根上→メンバー自治体等）

利根上
気象庁

メンバー自治体等

自治体内部での情報共有、判断 等
（必要に応じ、他の関係自治体と連携。）
（自治体の判断により、記者発表等を実施。）

メンバー
自治体

（招集は利根上。場所は利根上会議室。無理ならば、メール等での情報提供を実施。）
（招集は最初の１回のみ。その後は、利根上から水位情報等を情報提供を実施。）

降雨予測情報・水位予測情報を、メンバー自治体に
継続的に提供。

利根上
（気象庁）

自治体内部での情報共有、判断 等
（必要に応じ、他の関係自治体と連携。）
（自治体の判断により、記者発表等を実施。）

メンバー
自治体

「情報の共有の場」（仮称）の開催

継続的な降雨情報・水位情報の提供

避難指示の発令の際に、自治体の判断により住民への情報伝達（記
者発表等）を実施。
（その際に、広域の避難が必要な旨の記載等の工夫を実施。）

避難指示の発令の際に、自治体の判断により住民への情報伝達（記
者発表等）を実施。
（その際に、広域の避難が必要な旨の記載等の工夫を実施。）

（利根上から、通常ルート、ホットライン等により情報提供を、継続的に実施。）

避難指示に基づく避難の実施

（広域の避難についても、積極的に情報を発信し、住
民等に対応を促す。）

メンバー
自治体

避難指示の発令の後に、広域の避難を促す広報活動等を実施。

（広域を含めた）避難の実施

自治体内での検討、避難情報の発令等（再掲）

自治体内での検討、避難情報の発令等

「情報の共有の場」（仮称）の招集の判断

（０時間前）

「広域避難の新たな考え方」（フロー）
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「共同検討の場」（仮称）の開催

招集後
継続的に実施

招集の判断の
翌日

72時間前～


